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収納事務を行う場所 受託者

新潟県内セーブオン全店 群馬県伊勢崎市下道寺町５１０
番地
株式会社セーブオン

代表取締役 土屋嘉雄

条 例

新潟市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに

公布する。

平成１７年５月２６日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市条例第２８号

新潟市議会委員会条例の一部を改正する条例

新潟市議会委員会条例（昭和４３年新潟市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。

第４条第２項中「１４人」を「２０人」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成１７年５月２６日から施行する。

規 則

新潟市医療法施行細則の一部を改正する規則をここに

公布する。

平成１７年５月２日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市規則第１５１号

新潟市医療法施行細則の一部を改正する規則

新潟市医療法施行細則（平成１２年新潟市規則第１５号）

の一部を次のように改正する

別記様式第１号（別紙）中

「滅菌手洗」を「清潔な手洗」に改める。

附 則

この規則は，公布の日から施行する。

告 示

新潟市告示第２２７号

新潟市美術館使用料（企画展前売観覧料）収納

事務の委託について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１

項の規定に基づき，新潟市美術館使用料（企画展前売観

覧料）収納事務を平成１７年５月１日から平成１７年６月１１

日までの期間，下記の者に委託しましたので同施行令第

１５８条第２項の規定により告示します。

平成１７年５月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

農業委員会告示
６ ５月定例農地部会の招集について ……………１１

東農業委員会告示
４ ５月定例総会の招集について …………………１１

南農業委員会告示
５ ５月定例農地部会の招集について ……………１２

北農業委員会告示
４ ５月定例農地部会の招集について ……………１２

西農業委員会告示
４ ５月定例農地部会の招集について ……………１２

水道局告示
２７ 新潟市指定給水装置工事事業者の事業の廃

止について ………………………………………１３

２８ 新潟市指定給水装置工事事業者の事業の休

止について ………………………………………１３

２９ 新潟市指定給水装置工事事業者の事業の廃

止について ………………………………………１３

３０ 新潟市指定給水装置工事事業者の指定につ

いて ………………………………………………１３

３１ 新潟市水道局出納取扱金融機関及び収納取

扱金融機関について ……………………………１３

３２ 新潟市水道局出納取扱金融機関及び収納取

扱金融機関について ……………………………１３
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収納事務を行う場所 受託者

東日本旅客鉄道株式会社
新潟支社管内
ＪＲ東日本みどりの窓
口，びゅうプラザ

新潟市花園１丁目１番１号
東日本旅客鉄道株式会社

新潟支社長 中村弘之

一般廃棄物処理手数料収納事務委託
収納事務

委託区域
委 託 者 解 除 者

住 所 氏 名 住 所 氏 名

松崎９３２番
地 若槻武夫 松崎１４３４番

地 嶋田三郎 中 木 戸
上 通

一般廃棄物処理手数料収納事務委託解除者 収納事務

委託区域住 所 氏 名

酒屋町２４３番地 五十嵐和也 上 酒 屋

酒屋町４６９番地 北上 幸栄 中 酒 屋

酒屋町６１４番地１ 米田 文男 下 酒 屋

寺尾上５丁目７番１０号 高野 建三 寺尾南新町

上新栄町３丁目４番４１号 船山 昇 上新栄町第二

春日町９番１１号 桑野 豊作 春 日 町 二

月見町１０番１５号 渡邉 イツ 月 見 町

松浜本町３丁目１５番６号 坂上 修 山 の 上 区

徴収事務を行う場所 徴収事務受託者

新潟市礎町通３ノ町２０８６
番地
新潟市生涯学習センター

環境をサポートする
株式会社きらめき
代表取締役社長 吉田憲一

徴収事務を行う場所 徴収事務受託者

新潟市礎町通３ノ町２０８６
番地
新潟国際友好会館

財団法人新潟市国際交流協会
理事長職務代行者

理事 大泉淳一

新潟市告示第２２８号

新潟市美術館使用料（企画展前売観覧料）収納

事務の委託について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１

項の規定に基づき，新潟市美術館使用料（企画展前売観

覧料）収納事務を平成１７年５月１７日から平成１７年６月１１

日までの期間，下記の者に委託しましたので同施行令第

１５８条第２項の規定により告示します。

平成１７年５月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

新潟市告示第２２９号

一般廃棄物処理手数料収納事務委託契約の締結

及び解除について

一般廃棄物処理手数料収納事務委託者が平成１７年４月

１日付けで、次のとおり締結及び解除になったので地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項に基

づき告示します。

平成１７年５月２日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第２３０号

新潟市生涯学習センター使用料の徴収事務の委

託について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１

項の規定に基づき，新潟市生涯学習センターの使用料の

徴収を平成１７年４月２５日から平成１８年３月３１日までの期

間，次のとおり委託したので同施行令第１５８条第２項の規

定により告示する。

平成１７年５月７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第２３１号

新潟国際友好会館使用料の徴収事務の委託につ

いて

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１

項の規定に基づき，新潟国際友好会館の使用料の徴収を

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの期間，次

のとおり委託したので同施行令第１５８条第２項の規定に

より告示する。

平成１７年５月７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第２３２号

国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第７条の規定によ

り，平成１７年度地籍調査事業を次のように実施するので

告示します。

平成１７年５月９日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 事業計画が公示された年月日 平成１７年４月２６日

２ 調査を実施する者の名称 新潟市

３ 調査区域

第０２－１９－１計画区・第０２－１９－２計画区

第０２－１９－３計画区

第０３－１８計画区・第０３－２０－１計画区

第０５－１４計画区

第０６－９計画区・第０６－１０計画区

第０８－２７計画区・第０８－２８計画区

第０９－１４計画区・第０９－１５計画区

４ 調査期間

平成１７年４月２６日から平成１８年３月３１日まで
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新潟市告示第２３３号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等駐車場条例第１２条第１項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し，保管したので，

同条第１２条第２項の規定により告示する。

平成１７年５月１１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 白山駅前，関屋駅前，青山駅前，

小針駅前第１，小針駅前第２，小針駅

前第３，寺尾駅前第１，寺尾駅前第２，

寺尾駅北口，新潟大学前駅前第１，

新潟大学前駅前第２，新潟大学前駅

前第３，内野駅前，内野駅前第１，内

野駅前第２，内野駅前第３，越後赤塚

駅前第１，越後赤塚駅前第２自転車

駐車場

２ 撤 去 台 数 自転車 １１３４台

原動機付自転車 ２台

３ 撤 去 年 月 日 平成１７年４月２０日から

平成１７年４月２１日

４ 保管返還場所 新田清掃センター

５ 保 管 期 間 平成１７年５月１２日から

平成１７年１１月１１日まで

６ 返還日及び時間 平成１７年７月１日から

平成１７年７月２日の２日間

午前９時００分から午後５時００分

７ 返還に必要なもの

� 運転免許書，健康保険証その他身分を証明できる

もの

� 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者であることを証明できるも

の。

� 印鑑

� 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円 原動機付自転車 １，５００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引取りがないものは，新潟市

自転車等駐車場条例第１２条第３項の規定に基づき，本市

において処分する。

新潟市告示第２３４号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等放置防止条例第１０条第２項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し，保管したので，

同条第１１条第１項の規定により告示する。

平成１７年５月１１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 古町周辺，青山，寺尾，新中浜

２ 撤 去 台 数 自転車 ４２台

３ 撤 去 年 月 日 平成１７年３月１日から

平成１７年４月２１日

４ 保管返還場所 新田清掃センター

５ 保 管 期 間 平成１７年５月１２日から

平成１７年１１月１１日まで

６ 返還日及び時間 平成１７年７月１日から

平成１７年７月２日の２日間

午前９時００分から午後４時００分

７ 返還に必要なもの

� 運転免許書，健康保険証その他身分を証明できる

もの

� 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者であることを証明できるも

の。

� 印鑑

� 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円 原動機付自転車 １，５００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引取りがないものは，新潟市

自転車等放置防止条例第１１条第２項の規定に基づき，本

市において処分する。

新潟市告示第２３５号

国際親善名誉市民の称号の贈呈について

国際親善名誉市民の称号の贈呈について、新潟市国際

親善名誉市民条例第２条の規定により、下記の者に本市

の国際親善名誉市民の称号を贈ったので、同条例第４条

の規定により告示する。

新 潟 市 長 篠 田 昭

平成１７年５月１２日

１ 称号を受ける者

B．V．クラスーリン 在新潟ロシア連邦総領事

２ 称号を受ける者の国籍

ロシア連邦

３ 贈呈期日及び場所

平成１７年５月１２日 新潟市

４ 業績

新潟市とロシア連邦との交流発展並びに新潟市の

国際親善に大きく寄与したこと。

新潟市告示第２３６号

新潟市収納代理金融機関の名称変更について

新潟市指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理

金融機関の指定について（平成１０年新潟市告示第７４号）

の一部を次のように改める。

平成１７年５月１３日
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「
豊栄市農業協同組合 〃

」

「
豊栄農業協同組合 〃

」

氏 名 担当する
医療の種類

従事する病院又
は診療所の名称 所 在 地 指 定

年月日
清水 正 整形外科 新潟大学医歯学

総合病院
新潟市旭町通１
－７５４

平成１７年
５月１日

菊池正俊 内 科 新潟市民病院 新潟市紫竹山２
－６－１

平成１７年
５月１日

森岡良夫 内 科 新潟市民病院 新潟市紫竹山２
－６－１

平成１７年
５月１日

野村達也 外 科 県立ガンセン
ター新潟病院

新潟市川岸町２
－１５－３

平成１７年
５月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

３表中

を

に改める。

新潟市告示第２３７号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等放置防止条例第９条第２項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し，保管したので

同条例第１１条第１項の規定により告示する。

平成１７年５月１３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 新潟駅万代口周辺

２ 撤 去 台 数 自転車 １４４台

３ 撤 去 年 月 日 平成１７年４月１日から

平成１７年４月２８日まで

４ 保管返還場所 自転車等保管所

（新潟市花園２丁目５４番地先）

５ 保 管 期 間 平成１７年５月１６日から

平成１７年１１月１５日まで

６ 返還日及び時間 月曜日から金曜日（ただし、国民

の祝日に関する法律に規定する休

日及び１２月２９日から翌年の１月３

日までの日は除く。）

午前９時から午後５時まで。

７ 返還に必要なもの

� 運転免許証，健康保険証，その他身分を証明でき

るもの。

� 自転車等の鍵又は保証書，その他返還を受けよう

とする自転車利用者等であることを証明できるも

の。

� 印鑑。

� 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引取がないものは，新潟市自

転車等放置防止条例第１１条第２項の規定に基づき，本市

において処分する。

新潟市告示第２３８号

身元不明人の死亡について

下記の者は，平成１７年５月１日午後５時４４分頃（推

定），新潟市東万代町１番２２号のマンション１２階通路，高

さ約４４メートルからアスファルトの歩道上に飛び降り，

死亡した。

身元が不明のため，平成１７年５月６日に火葬に付しま

した。

心当たりの方は，当市厚生福祉課に申し出てくださ

い。

平成１７年５月１３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

１ 氏名及び住所 不 詳

２ 体格及び身長 身長１７２㎝位・体格小太り・頭髪は

黒色の角刈り

３ 年齢及び性別 ２０歳から３０歳代の男性

４ 死 因 出血性ショック

５ 遺 留 物 品 灰色のジャージ上下，白色 Tシャ

ツ，チェック柄パンツ，茶色の靴

下，ナイキ製のスニーカー，手帳，

ボールペン，時計

６ 死亡年月日 平成１７年５月１日

７ 死 亡 場 所 新潟市東万代町１番２２号のマンシ

ョン前の歩道上

８ 埋（火）葬地 新 潟 市

新潟市告示第２３９号

身体障害者福祉法による医師の指定について

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第２

項の規定に基づき，次のとおり医師を指定したので告示

します。

平成１７年５月１７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

指 定

新潟市告示第２４０号

更生医療担当医療機関の指定等について

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１９条の２

の規定による医療機関について次のとおり指定した。

平成１７年５月１７日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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名 称 所 在 地
担当すべき
医療の種類

指定年月日 告示事項

スワン
調剤薬局

新潟市長潟８３４
－３

薬 局 Ｈ１７．５．１ 新規指定

おおじま
調剤薬局

新潟市大島１７２
－６５

薬 局 Ｈ１７．５．１ 新規指定

あおぞら薬局 新潟市泉町１丁
目１－５

薬 局 Ｈ１７．５．１ 新規指定

めぐみ薬局 新潟市横川浜５４
６－４

薬 局 Ｈ１７．５．１ 新規指定

住 所 氏 名

１ 礎町通上１ノ町１９５７番地 伊庭 清

２ 東堀通１１番町１７５１番地 宮本 幹夫

３ 坂井東４丁目２２番８号 寺尾こずえ

新潟市告示第２４１号

新潟市農用地利用集積計画について

農業経営基盤促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第

１項の規定により農用地利用集積計画を定めたので，同

法第１９条の規定により告示する。

なお，同計画は次の場所に備えて置いて縦覧に供す

る。

平成１７年５月１８日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 新潟市農用地利用集積計画を備え置く場所

新潟市役所

産業経済局農林水産部食と花の推進課

（新潟市学校町通一番町６０２番地１）

黒埼支所 産業課

（新潟市大野町２８４３番地１）

新津支所 農・産業振興課

（新潟市程島２００９番地）

白根支所 農政課

（新潟市白根１２３５番地）

豊栄支所 産業経済課

（新潟市葛塚３１９７番地）

小須戸支所 産業課

（新潟市小須戸１２０番地）

横越支所 農政商工課

（新潟市横越中央１丁目１番１号）

亀田支所 農政商工課

（新潟市泉町３丁目４番５号）

岩室支所 産業観光課

（新潟市西中８６０番地）

西川支所 農政課

（新潟市旗屋５８５番地１）

味方支所 産業課

（新潟市味方１５４４番地）

潟東支所 産業課

（新潟市三方１番地）

月潟支所 産業課

（新潟市月潟５３５番地）

中之口支所 産業課

（新潟市中之口６２６番地）

新潟市告示第２４２号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２４３号

新潟市農用地利用集積計画について

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８

条第１項の規定により，農用地利用集積計画を定めたの

で，同法第１９条の規定により告示する。

なお，同計画は次の場所に備えおいて縦覧に供する。

平成１７年５月１８日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 新潟市農用地利用集積計画を備え置く場所

新潟市豊栄支所 産業経済課

（新潟市葛塚３１９７番地）

新潟市告示第２４４号

新潟市農用地利用集積計画について

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８

条第１項の規定により、農用地利用集積計画を定めたの

で、同法第１９条の規定により告示する。

なお、同計画は次の場所に備え置いて縦覧に供する。

平成１７年５月１８日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 新潟市農用地利用集積計画を備え置く場所

新潟市役所

新津支所 農・産業振興課

（新潟市程島２００９番地）

新潟市告示第２４５号

住民票の職権消除について

住民基本台帳法第８条および同法施行令第１２条第４項

の規定に基づき告示します。

平成１７年５月１９日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 職権消除日

平成１７年５月１２日

２ 職権消除対象者の住所・氏名

別紙名簿のとおり

職権消除対象者名簿一覧表
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４ 寺尾西４丁目２２番４号 伏見 周市

５ 寺尾東２丁目１番１７号 米山 篤

６ 北葉町８番４号 湯淺 睦男

７ 河渡本町１７番８号 伊藤美穂子

８ 河渡本町２２番５４号 矢部 篤

９ 幸栄３丁目９番２０号 菊田 泰之

１０ 山の下町１０番７号 此村 隆行

１１ 〃 此村 康博

１２ 日の出１丁目２番２２号 小林奈緒美

１３ 寺地４９０番地１ �井 國衛

１４ 山田１５０番地１ 加藤 勇

新潟市告示第２４６号

新潟市議会臨時会の招集について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１０１条第１項の規

定に基づき，平成１７年５月新潟市議会臨時会を次のとお

り招集するので，同条第２項の規定により告示する。

また，同法第１０２条第４項の規定により付議すべき事件

についても，あわせて告示する。

平成１７年５月１９日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 招集の日時 平成１７年５月２６日（木）

午後１時３０分

２ 招集の場所 新潟市議会議場

３ 付議すべき事件

議案第４５号 契約の締結について

議案第４６号 契約の締結について

議案第４７号 契約の締結について

新潟市議会委員会条例の一部改正について

常任委員の選任

議会運営委員の選任

新潟市農業委員会委員の推薦

新潟市東農業委員会委員の推薦

新潟市南農業委員会委員の推薦

新潟市北農業委員会委員の推薦

新潟市西農業委員会委員の推薦

巻・新潟衛生組合議会議員の選挙

豊栄郷清掃施設処理組合議会議員の選挙

阿賀北広域組合議会議員の選挙

新潟県西部広域消防事務組合議会議員の選挙

新潟県中東福祉事務組合議会議員の選挙

さくら保健福祉事務組合議会議員の選挙

新潟東港地域水道用水供給企業団議会議員の選挙

巻町・新潟市上水道原水供給企業団議会議員の選挙

新潟市告示第２４７号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２４８号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２４９号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２５０号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２５１号

新潟市中心市街地活性化基本計画の変更につい

て

中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活

性化の一体的推進に関する法律（平成１０年法律第９２号）

に基づき策定した新潟市中心市街地活性化基本計画を変

更したので告示する。

なお、変更した同計画は下記の場所に備え置く。

平成１７年５月２０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

１ 変更した新潟市中心市街地活性化基本計画を備え置

く場所

新潟市都市整備局開発建築部街づくり推進課

（新潟市学校町通１番町６０２番地１）

新潟市告示第２５２号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月２４日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 丸潟新田自治会

２ 変 更 事 項 代表者の氏名 （省 略）

及び住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１６年２月１日

４ 変更の理由 総会の議決による代表者の変更

新潟市告示第２５３号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。
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平成１７年５月２４日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 小金台町内会

２ 変 更 事 項 代表者の氏名 （省 略）

及び住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年４月２４日

４ 変更の理由 総会の議決による代表者の変更

新潟市告示第２５４号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月２４日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 太平第四自治会

２ 変 更 事 項 代表者の氏名 （省 略）

及び住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年５月１４日

４ 変更の理由 総会の議決による代表者の変更

新潟市告示第２５５号

施設使用料の徴収事務委託

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６条）第１５８条第１

項の規定に基づき、施設の使用料の徴収事務を委託しま

したので、同条第２項の規定により、次のとおり告示し

ます。

平成１７年５月２５日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 委 託 先 新潟市金津１１９３番地

新津地域振興株式会社

代表取締役副社長 馬場 欣一

２ 委託施設 新津本町二番館

新潟市新津本町２丁目２番１号

３ 委託期間 平成１７年４月１日から

平成１８年３月３１日

新潟市告示第２５６号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２５７号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第２５８号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 天竺堂自治会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２５９号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 升岡自治会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６０号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 大関自治会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６１号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 六番町自治会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による
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名 称 所 在 地 指定年月日

万 代 シ ネ モ ー ル
ク リ ニ ッ ク

新潟市万代１丁目３番１
号 万代シネモール６F

平成１７年
４月１日

新 潟 メ ン タ ル
ク リ ニ ッ ク

新潟市米山１－２４ 新
潟駅南センタービル１F

平成１７年
４月２０日

し な の 薬 局
西 小 針 店

新潟市西小針台２丁
目１番３５号

平成１７年
４月８日

ウ エ ル シ ア 薬 局
青 山 店

新潟市東青山１丁目
２５－２

平成１７年
５月１日

斎 藤 内 科 ・
消 化 器 科 医 院

新潟市城所１丁目７
番１１号

平成１７年
５月１日

医 療 法 人 社 団
ロイヤルハートクリニック

新潟市天神尾１丁目
１７番５号

平成１７年
５月１日

早 川 小 児 科
ク リ ニ ッ ク

新潟市西小針台２丁
目１－５

平成１７年
５月２日

筒 井 歯 科
ク リ ニ ッ ク

新潟市白山浦２丁目
６４６－９７

平成１７年
５月２４日

調 剤 薬 局
富士ファーマシー

新潟市東堀前通３番
町３７５番地

平成１７年
４月１９日

心療内科・神経科
高 橋 ク リ ニ ッ ク

新潟市五十嵐東１丁
目１０番１９号

平成１７年
５月１日

新潟市告示第２６２号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 川崎団地町内会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６３号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 美里町内会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６４号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 新栄町町内会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６５号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 上組自治会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６６号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 升潟自治会

２ 変 更 事 項 区 域 （省 略）

事 務 所 （省 略）

代表者の住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１７年３月２１日

４ 変更の理由 合併による

新潟市告示第２６７号

生活保護法による医療機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条（第５５条に

おいて準用する同法第４９条）の規定により，指定医療機

関等を指定し次のとおり告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第２６８号

生活保護法による医療機関の廃止届について
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名 称 所 在 地 廃止年月日

調 剤 薬 局
富士ファーマシー

新潟市東堀前通３番
町３７５番地

平成１７年
３月３０日

黒 川 医 院
新潟市横七番町通４
丁目４６６９

平成１７年
５月２５日

ロ イ ヤ ル ハ ー ト
ク リ ニ ッ ク

新潟市天神尾１丁目
１７番５号

平成１７年
４月３０日

万 代 平 成
ク リ ニ ッ ク

新潟市万代１丁目３番１号
万代シネモール６F

平成１７年
３月３１日

斎 藤 内 科 ・
消 化 器 科 医 院

新潟市城所１－７－
１１

平成１７年
４月３０日

事業所の名称 所 在 地
指定した居宅
サービスの種類

指 定
年月日

松 海 が 丘 薬 局 新潟市松海が丘１
丁目１３番２２号

居宅療養管理
指導

平成１７年
４月７日

山 の 下
デ イ サ ー ビ ス

新潟市大山２丁目
３番１０号

通所介護 平成１７年
４月１日

山 の 下
ケ ア プ ラ ン

新潟市大山２丁目
３番１０号

居宅介護支援 平成１７年
４月１日

ショートステイ
穂 波 の 里

新潟市新通４７２７番
地

短期入所生活介護 平成１７年
１月７日

ケ ア プ ラ ン
あ お ぞ ら

新潟市上大川前通
２番町１４８－１

居宅介護支援 平成１７年
５月１日

はまなす訪問介護
ス テ ー シ ョ ン

新潟市附船町１丁
目４４１７番地１７

訪問介護 平成１７年
５月１日

はあとふるあたご
居 宅 介 護 支 援
セ ン タ ー 横 越

新潟市横越川根町
１丁目１番２５号

居宅介護支援 平成１７年
５月１日

介護老人保健施設
上 所 園

新潟市上所中１－
１０－１

短期入所療養介護
通所リハビリテー
ション
介護老人保健施設

平成１５年
５月１日

鈴 の 音 新潟市所島２丁目
２番５７号

居宅介護支援 平成１７年
５月１日

事業所の名称 所 在 地
居宅サービス
の種類

廃 止
年月日

訪問看護ステーション
あ お ぞ ら

新潟市上大川前通３番
町１２５ 藤田ビル２F

訪問看護 平成１７年
４月３０日

はまなす訪問看護
ス テ ー シ ョ ン

新潟市附船町１丁
目４４１７番地１７

居宅介護支援 平成１７年
４月３０日

（告示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定医療機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第２６９号

生活保護法による医療機関の変更について（告

示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，介護機関等から変更した旨の届

出があったので，次のとおり告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 指定医療機関の名称及び所在地

千歳調剤薬局

新潟市女池２５５番地２

２ 変更事項

旧 新潟市女池２５５番地２

新 新潟市女池上山２丁目１７番１４号

３ 変更年月日

平成１６年１０月１８日

新潟市告示第２７０号

生活保護法による介護機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項

の規定により，指定介護機関を指定し，次のとおり告示

する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第２７１号

生活保護法による介護機関の廃止届について

（告示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定介護機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１７年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

選挙管理委員会告示

新潟市選挙管理委員会告示第３７号

選挙人名簿の縦覧について

平成１７年６月２日付けで選挙人名簿に登録する者の氏

名，住所及び生年月日を記載した書面を次のとおり縦覧

に供する。

平成１７年５月２５日

新潟市選挙管理委員会
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委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧の期間 平成１７年６月３日から

平成１７年６月７日まで

２ 縦覧の場所 新潟市役所本館１階警備室

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条

第１項

新潟市選挙管理委員会告示第３８号

在外選挙人名簿の縦覧について

平成１７年６月２日までに在外選挙人名簿に登録した者

の氏名，経由領事官の名称，最終住所及び生年月日を記

載した書面を次のとおり縦覧に供する。

平成１７年５月２５日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧の期間 平成１７年６月３日から

平成１７年６月７日まで

２ 縦覧の場所 新潟市役所本館１階警備室

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３０条

の７第２項

監査委員告示

新潟市監査委員告示第１号

新潟市包括外部監査人補助者について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３２第１項

の規定に基づく協議が調つたので，同条第２項の規定に

より告示する。

平成１７年５月６日

新潟市監査委員 熊 田 光 男

同 金 井 哲 郎

同 今 井 ヨシイ

同 真 島 義 郎

１ 新潟市包括外部監査人補助者

氏 名 望 月 正 芳

住 所 （省 略）

補助期間 平成１７年５月１日から

平成１８年３月３１日まで

氏 名 米 倉 礼 二

住 所 （省 略）

補助期間 平成１７年５月１日から

平成１８年３月３１日まで

氏 名 福 田 純

住 所 （省 略）

補助期間 平成１７年５月１日から

平成１８年３月３１日まで

氏 名 小 出 忠 由

住 所 （省 略）

補助期間 平成１７年５月１日から

平成１８年３月３１日まで

氏 名 久保寺 敏 子

住 所 （省 略）

補助期間 平成１７年５月１日から

平成１８年３月３１日まで

氏 名 増 田 和 弘

住 所 （省 略）

補助期間 平成１７年５月１日から

平成１８年３月３１日まで

農業委員会公示

新潟市農業委員会告示第６号

５月定例農地部会の招集について

新潟市農業委員会５月定例農地部会を下記のとおり招

集する。

平成１７年５月２５日

新潟市農業委員会

農地部会長 近 藤 武 正

記

１ 日 時 平成１７年５月３１日（火）午後２時００分

２ 場 所 新潟市役所 第２分館４階

２－４０１会議室

３ 会議に付すべき案件

議案第４３号 農地法第３条許可申請に関する処分決定

について

議案第４４号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

議案第４５号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願

の処分決定について

東農業委員会告示

新潟市東農業委員会告示第４号

５月定例総会の招集について
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新潟市東農業委員会５月定例総会を下記のとおり招集

する。

平成１７年５月２５日

新潟市東農業委員会

会 長 中 野 長 衛

記

１ 日 時 平成１７年５月３１日（火）午後３時００分

２ 場 所 新津支所 ４０１会議室

３ 会議に付すべき案件

議案第３０号 新潟市農用地利用集積計画の決定につい

て

議案第３１号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

南農業委員会告示

新潟市南農業委員会告示第５号

５月定例農地部会の招集について

新潟市南農業委員会５月定例農地部会を下記のとおり

招集する。

平成１７年５月２５日

新潟市南農業委員会

農地部会長 石 田 伸 一

記

１ 日 時 平成１７年 ５月３１日（火）午後２時００分

２ 場 所 白根支所 大会議室（４階）

３ 会議に付すべき案件

議案第３９号 新潟市農用地利用集積計画の決定につい

て

議案第４０号 農地法第３条許可申請に関する意見決定

について

議案第４１号 農地法第３条許可申請に関する処分決定

について

議案第４２号 農地法第４条許可申請に関する意見決定

について

議案第４３号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

北農業委員会告示

新潟市北農業委員会告示第４号

５月定例総会の招集について

新潟市北農業委員会５月定例総会を下記のとおり招集

する。

平成１７年５月２４日

新潟市北農業委員会

会 長 服 部 曽兵衛

記

１ 日 時 平成１７年５月３１日（火）午前９時３０分

２ 場 所 豊栄農業協同組合葛塚支店「会議室」

３ 会議に付すべき案件

議案第３３号 農地法第３条許可申請に関する意見決定

について

議案第３４号 農地法第３条許可申請に関する処分決定

について

議案第３５号 農地法第４条許可申請に関する意見決定

について

議案第３６号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

西農業委員会告示

新潟市西農業委員会告示第４号

５月定例農地部会の招集について

新潟市西農業委員会５月定例農地部会を下記のとおり

招集する。

平成１７年５月２５日

新潟市西農業委員会

農地部会長 星 野 信 幸

記

１ 日 時 平成１７年５月３１日（火）午後２時００分

２ 場 所 西川支所 ３階 農業委員会会議室

３ 会議に付すべき案件

議案第３５号 新潟市農用地利用集積計画の決定につい

て

議案第３６号 農地法第３条許可申請に関する処分決定

について

議案第３７号 農地法第４条許可申請に関する意見決定

について

議案第３８号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

議案第３９号 事業計画変更承認申請に関する意見決定

について
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「
豊栄市農業協同組合 本所 平成１７年３月２１日

」

「
豊栄農業協同組合 本所 平成１７年３月２１日

」

「
新潟万代橋支店 〃

」

水道局告示

新潟市水道局告示第２７号

新潟市指定給水装置工事事業者の事業の廃止に

ついて

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定によ

り，下記の新潟市指定給水装置工事事業者より給水装置

工事の事業の廃止について届出がありましたので，新潟

市指定給水装置工事事業者規程第１０条により告示しま

す。

平成１７年５月１１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

記

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第３４０号 渡辺水道

２ 廃止年月日 平成１７年４月１日

新潟市水道局告示第２８号

新潟市指定給水装置工事事業者の事業の休止に

ついて

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定によ

り，下記の新潟市指定給水装置工事事業者より給水装置

工事の事業の休止について届出がありましたので，新潟

市指定給水装置工事事業者規程第１０条により告示しま

す。

平成１７年５月１１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

記

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第３５６号 株式会社 小池設備工業

２ 休止年月日 平成１７年４月１日

新潟市水道局告示第２９号

新潟市指定給水装置工事事業者の事業の廃止に

ついて

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定によ

り，下記の新潟市指定給水装置工事事業者より給水装置

工事の事業の廃止について届出がありましたので，新潟

市指定給水装置工事事業者規程第１０条により告示しま

す。

平成１７年５月１１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

記

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第３１６号 ホリカワ設備

２ 廃止年月日 平成１７年３月１６日

新潟市水道局告示第３０号

新潟市指定給水装置工事事業者の指定について

記

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３第１項の規

定により，下記のとおり新潟市指定給水装置工事事業者

に指定したので同条第２項の規定により告示します。

平成１７年５月１１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第３１６号 有限会社ホリカワ設備

２ 指定年月日 平成１７年４月２８日

新潟市水道局告示第３１号

新潟市水道局出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関

について（昭和５１年新潟市水道局告示第６号）の一部を

平成１７年５月１１日から次のように改める。

平成１７年５月１１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

２表豊栄市農業協同組合中，

を

に改める。

新潟市水道局告示第３２号

新潟市水道局出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関

について（昭和５１年新潟市水道局告示第６号）の一部を

平成１７年４月１２日から次のように改める。

平成１７年５月２５日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

２表 株式会社みずほ銀行中，

を削る。
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